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本稿ではインターネッ トを活用 して、公共事業のイメージと行政の信頼性について調査 した。そ

の結果、公共事業のイメージは全体的に好 ましくないことが分かった。情報源別にみると、マスメ

ディア参照者 と広報 ・パンフレッ ト参照者では公共事業の必要性に関する認識が大きく異なってい

た。また、実体験者の方が全体的に公共事業に対して厳しい認識を持っていた。一元配置分散分析

を行った結果、広報 ・パンフレッ ト参照者のイメージは他の情報の参照者に比べて有意に高いこと

が分かった。さらに、共分散構造分析を行った結果、イメージ、特に、事業の妥当性と手続 きの公

正さの認識が信頼形成の重要要因であることが分かった。以上よ り、公共事業の信頼を回復させる

ためには、事業の妥当性だけではなく、手続きの公正 さについて もアピールするとともに、住民の

視点に立って現場での対応を改善 していく必要があることが示唆された。

【キーワー ド】イメージ、信頼、情報源、因子分析、共分散構造分析

1.は じめ に

周知のように、公共事業 の目的は社会的厚生の改

善にある。その際、税金が財源 となるため、公共事

業の実施主体 には高い倫理観 を持ちなが ら、説明責

任を十分に果たす ことが強 く求め られる。

行政が十分な説明責任 を果たすためには、一方向

の情報発信 のみな らず、住民 との双方向の対話が必

要 になる。そのため、現在、多 くの行政機関が様 々

な形で一般市民 との対話機会 を設けている1)。 しか

し、そのような場面で常 に効率的な対話が行われて

いる訳ではない。市民か ら提出される様々な要望や

質 問に対応するために、行政は作業時間な どに点で

多大なコス トを支払っていることも少な くない。

対話 に費や されるコス トが高いと言うことは、認

知的不協和理論注1に 従 えば、公共事業に対 して否定

的な認知が形成 されているためだ と考え られる。す

なわち、市民が公共事業に関して否定的なイメージ

を所有 してい るためだと推察 される。 しかし、公共

事業 について国民が どのようなイメージを持ってい

るのか、それはどのような情報源 に基づ いて形成さ

れているか については、 これ まで十分に明 らかにさ

れていないものの、それに関連す る研究 として、矢

野 ら2)と 青木 ら3)が挙 げられる。

矢野 らは公共事業の世論形成 について意識調査 を

行い、財政逼迫や手続きの不公正 さに関する認識が

個人の賛否意識 に影響を与えて いる ことを示してい

る。同時 に、マスコミ報道が認知世論 を通 じて個人

の賛否意識に影響を与えていることも示 している。

矢野 らの研究 は個 人の認識 と認知世論か ら賛否態度

の形成 を検討 している点で大変興味深い。 しかし、

本来、多面的構造 を持つとされ るイメージ4),5)に つ

いて、賛否面か らのみ検討 してお り、多面的な検 討

は行 っていない。一方、青木 らはイ ンターネ ットを

用 いた心理実験 の中で被験者の公共事業 に対するイ

メージを計測 して いる。そ こでは、公共事業の必要

性 については肯定的に認識 されているものの、手続

きの公正 さに関する否定的認識がそれ を上回るため、

*1建 設 シス テム 工学 科Tel 022-229-1151

*2建 設マ ネ ジ メ ン ト技 術研 究 室Tel 0298-64-4239

*3国 土 計 画 局Tel 03-5253-8111

*4文 学 部Tel 022-217-3703

― 225―



全体 として否定的認識が形成 されていることが示唆

されて いる。しか し、情報源 とイメー ジの関係が不

明確であ り、被験者のイメージ評価 の視点 を明確 に

抽 出できていない こと、等 の課題が残 されている。

そ こで、本研究では、新たにイ メージ計測指標 を

作成 し、イメージの良否 を計測す るとともに、イメ

ー ジの良否 に大きな影 響力を持つ評価 視点 を把握す

る ことを目的 とす る。さ らに、行政一般に対す る信

頼感が公共事業のイメージか ら受 ける影響 を明 らか

にす ることも目的とす る。

なお、本研究では、イ メージを 「ある対象に関連

す る認知要素が有機的かつ主観的 に結合された知識

の集合体」 と定義 し、以下では 「公共事業のイ メー

ジ」を 「イメージ」と略記す る。また、信頼研究6),7)

で は信頼は能力へ の期待 と意図への期待 に分けて定

義 されるが、本研究では両者をまとめ、信頼を 「能

力及び意 図に対す る期待」 と定義する。

2.調 査概要

(1)調 査方法

本調査 ではインターネッ トを活用 した。まず、会

員制Webサ イ トに調査用のホームページを開設 し

た。次に、 当該サイ トの会員に調査協 力を依頼す る

メー ルをサイ ト管理者か ら送付 して も らい(3500

通)、 調査協力者 を募った。その結果、690人 か ら協

力意向の返答を受 けた。最終的 に、600人 分の回答

が得 られた時点で調査 を終了 した(回 収率17.1%)。

600人 で 回答受付 を締 め切ったのはサイ ト管理会社

との契約上の理 由による。回答 に際 し、被験者 は全

ての項 目に答えな いと回答を送信できないように設

定 した。なお、調査は平成15年3月 に行 った。

(2)被 験 者

イ ンターネッ トを活用 しているため、本調査 は通

常の質 問紙調査 とは異なる特徴 を持つ。すなわち、

本調査 は被験者がパソコン利用者に限定されるとい

う特徴 を持つ。そのため、女性用会員制サイ トで調

査 を行 った こともあ り、回答者は全員女性のパ ソコ

ン利用者 になって いる。回答者層は図一1に 示す通

り、30代 の主婦が中心である(Max 63, Min 21,平

図-1回 答者の年齢構成

図-2回 答者の居住地構成

均33.4歳 、分散28.1)。30代 以外が少ないものの、

30歳 代の意見がマスメディアで採 りあげ られる機

会の多 さを考えれ ば、 この年齢層の意識を把握する

ことの意義 は小さくないと考 える。

図-2か ら分かるように、回答者の居住地 につい

て特定地域への偏 りはみ られない。性別がイメージ

の強力な規定因ではないという仮定 を許容すれば、

イメージ形成に多大な影響力を持つ と思われる居住

地 が無作為 に配分 されていることや影響力の強い年

齢層 の意識 を計測 している ことか ら、国民全体の意

識調査 と位置付 けることは難 しいものの、本調査 は

ある程度それに近い もの と考 える ことができよ う。

(3)調 査項 目

調査項 目は、イメー ジ評価、主な情報入手源、総

合的なイメージの良否、行政 に対する信頼感、回答

者属性(年 齢 、職業、性別、居住地)、 の5項 目で あ

る。質問内容 は分析結果 を述べる際に詳述する。
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3.公 共事業の 一般的イメージ

(1)イ メージプロフィール

公共事業 のイ メー ジについて、総合イメージ と項

目別イ メージの2点 か ら評価 を求めた。

集計の結果、6件 法で計測された総合イメージは

2.81(S.D.0.73)で あ り、中心値3.5を 下回っていた。

項 目別 のイメージは表-1に 示す11個 の指標で計

測 した(5件 法)。計測指標の うち、「無責任で ある」、

「ずさんで ある」、「期間が長い」、「硬直的である」

の4指 標 は逆転項 目(Rと 表記)と した。逆転項 目

とは、評点が高 くな るほど否定的評価が高まる項 目

で ある。 これ らを逆転項 目として尋ね たのは、否定

的なニュアンスで尋ねた方がよ り正確 にイメー ジを

計測できる と考えたためである。なお、分か りやす

さを考え、以降の分析では高評価値が肯定的評価 に

なるよ うに逆転項 目の各評点 を逆転 させた。すなわ

ち、5→1、4→2、2→4、1→5と いうふ うに修正 し

た。 これ に伴い、図中の表記 も変更 した。

公共事業のイ メージに関す る各計測指標の平均値

を図-3に 示す。5件 法のため、中央値は3に な る

が、3以 上の評価 を得た項 目はなか った。 中でも、

「透 明性」 と 「公正さ」の項 目の評価が低かった。

この ことは、事業執行 手続きに関す る公正 さの評価

の低 さがイ メー ジ全体 の評価 の低さに大きな影響 を

与えていることを示唆 している。

一方、3を 超 えないまで も、評価が高かったのは

「社会的利益感」や 「必要性」といった項 目であっ

た。 この ことは、公共事業の必要性やそれが持つ社

会的メ リッ トは認め るものの、手続 きに関する評価

が低いために全体 としてのイメージも低 くなってい

るとい うことを示唆 している。

以上よ り、総合的 または項 目別にみて も、公共事

業のイメー ジは決 して良いとは言えないことが分か

る。手続 きに関す る項 目の評点が特 に低 いことか ら、

これ らに関す る認識が公共事業のイメージ評価 を低

下 させているもの と考え られる。

(2)イ メージと情報入手源

イ メージの良否 と情報源 との関係を明 らか にする

ため、参 照 している情報源別にイ メー ジ評価 を整理

した。図-4に 情報源別 の参照者構成 を示 し、図-5

表-1イ メージの計 測指 標

図-3公 共 事業 のイメージプロフィール

図-4各 情報源の参照者構成

に情報源別のイ メージ評点 を示す。

図-4よ り、全体の7割 がマスメデ ィアを主な情

報源 にしていることが分か る。また、14%の 人が実

体験 に基づいて評価 して いる ことも分かる。この2

つで約85%を 占めることか ら、マスメディアの影響

力や現場での住民対応の大切さが うかがえる。
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一方、広報 ・パ ンフレッ トや周囲の人の意見 を主

に参照 して いる人はマスメディア参照者 に比べて評

点が高い ことが分かる(図-5)。

この傾向を統計的に評価するために、総合 的なイ

メージ評価 を従属変数 に、情報源の種類 を独立変数

として一元配置分散分析(ANOVA)を 行った。そ

の結果 、情報源別のイ メージ評価 の平均 に有意差が

認め られた(F(3,580)=7.68,p<.001)。 これにより、

情報源によってイメー ジ評点が異なることが統計的

に支持された。さらに、情報源による評定値 の相違

を比較す るために多重比較 を行った。その結果、広

報 ・パ ンフレッ トとマスメディア(平 均値 の差0.59,

p<.05)、 広報 ・パ ンフ レッ トと実体験(平 均値の差

0.57,p<.05)の2つ で有意差 が認め られた。これ ら

のことか ら、広報やパ ンフレッ トを情報源 として参

照 している人はマスメディアを参照 している人や実

体験 を参考 に している人 に比べて、有意 に評価 が高

くなっている ことが分かる。逆に言えば、マスメデ

ィア参照者 は広報参照者に比べてイ メージ評点が有

意に低い ことになる。 これは、参照する情報源によ

ってイ メージ評点が大き く異なる ことを示唆 して い

る。また、実体験者 のイメージ評点が広報参照者 と

マスメディア参照者 の中間であることは興味深い。

なお、統計分析の際に、「分か らない」 「その他」 と

答 えた回答 はデータとして用いなかった。

次 に、情報源別 のイ メージを把握す るために、情

報源別にイ メージプロフィール を作成 した(図-6)。

図-6か ら分か るよ うに、必要性 の項 目を除 いて全

体的 に大 きな相違 はみ られなか った。必要性 につい

て は大変興味深い結果 となった。広報 ・パ ンフレッ

トの参照者は「必要性」を高 く評価 して いる一方で、

マスメデ ィア参照者は必要性 を低 く評価 していた。

両者の相違は参照源の主張内容の相違 を反映したも

のであ り、 これがイメー ジ評価に違 いを生 じさせて

いる ものと思われ る。 この推察の是非 を明 らかにす

るため、総合 的イ メージを従属変数に、表-1の 各

項 目を説明変数 に用 いて重回帰分析 を行 った。その

結果 、表-2に 示す通 り、 自己利益感や環境配慮、

透明性、必要性が強い影響力 を示 した。そ のため、

これ らの項 目に関す る認識 の相違 によって総合的な

イメージの良否が異な るもの と考え られ る。

ところで、総合的イ メージ評価では、マスメディ

図-5情 報源別にみた総合的イメージの評価得点

図-6情 報源別のイメージプロフィール

表-2重 回帰分析の結果

ア参照者 の評定が もっとも低か ったため、項 目別の

イ メージ評点で も多 くの項 目で最低値 を示す と予測

された。 しかし、実際には実体験者 のほ うが多 くの

項 目でもっとも低 い評価 を示 した。特に、「公正 さ」

や 「中立性」、「環境配慮」 といった項 目において他

の情報源参照者の評点と乖離 していた。実体験者が

両方 のイメージ評価でもっ とも低い値を示す場合 に

は、Negativity Bias注2の 影響 を受 けてそのよ うな

現象が生 じているものと理解できる。しか し、今回
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のよ うに2つ のイメージ評価 に捻れが 生じている場

合には、その理 由の説明が難 しい。 この現象の発生

機構の解明は今後の課題 としたい。

さて、実体験者が各項 目で もっとも低 い評価 を行

って いるということは行政への厳 しい評価 を意味す

るとともに、行政の市民の間 に認識のズ レが生 じて

いる可能性 を示唆 している。すなわち、行政の現場

担 当者は最善の努 力を払って いるものの、それが市

民の求めているものとは異なって いる可能性が ある。

そのため、行政は事業の必要性を訴 えるだけで はな

く、市民との意識のズ レが生 じている原 因を明 らか

にし、それ を埋 める努力を行 う必要 があろう。 この

ような地道な作業を積み重ねることによって公共事

業のイメー ジは改善されると思われ る。

(3)イ メージ評価の観点

イ メージ評価 の視点 を明 らかにす るため、探索的

因子 分析 を行 った。分析デー タには表-1の 評定値

を用 いた。 ここで も、逆転項 目は肯定的な評価が高

い値 にな るよ うに修正 した。また、共通性の低 い因

子 については、因子分析の適用上で技術的 に好 まし

くな いため、データ として採用できない ことか ら、

「硬直さ」のデー タは使用 しなかった。

表-3に 示すよ うに、分析 の結果 、3つ の因子 を

得 た。3因 子の累積寄与率は67%で あ ることか ら、

本結果は一定 の説明力を持つものと言える。解 釈の

際には因子負荷量が0.3以 上の項 目を対象とした。

第 一因子 は約38%の 説明力を持 ち、 「責任感 の高

さ」、 「綿密さ」、「期間の短 さ」 といった項 目の因子

負荷量のみが高いことか ら、「計画の緻密さ」と解釈

した。第二因子 は約19%の 説明力を持ち、「社会的利

益感」や 「自己利益感」、 「必要性」 な どの項 目の因

子負荷量が高い ことか ら、「事業 の妥 当性」と解釈 し

た。第三因子は約10%の 説明力を持 ち、「公正 さ」や

「中立性」、「透明性」な どの項目の因子負荷量が高

いことか ら、 「手続 的公正」 と解釈 した。

この結果か ら、イメージ評価 は上述 の3つ の観点

か ら行われて いる ことが うかがえる。そのため、公

共事業のイ メージを改善する場合 には、十分な妥 当

性 をもった事業 を緻密な計画の下 に立案 し、公正 な

手続 きによってそれ を進めていくことが必要である

と考 えられる。前述 のように、実体験者のイ メージ

表-3探 索的因子分析の結果

評価が全般的 に低か った ことを考えれば、イメージ

改善のためには、「計画 の緻密 さ」や 「妥 当性」、「手

続的公正」 について、住民の視点か ら現場 の対応 を

見直 し、改善 していくことが必要であろ う。行政 に

してみれば、「そ のよ うな ことは既 に実行 している」

とい う気持ちだ と思 うが、実体験者 の評価 が低いと

いうことは、少な くとも、行政が自ら認識 している

ほど住 民は評価 していない ことを意味 しているので

はないだろうか。重要なのは、 自分達が どのように

努力 しているかで はな く、住民がどのように認識 し

ているかである。

4.イ メージと信頼 の関係

(1)事 業主体に対する信頼感

行政へ の信頼度 は、 「公共事業を実施す る行政 を

どの くらい信頼 していますか」、「公共事業 を実施す

る際の行政の説明を どの くらい信頼 しますか」の2

つの質問で計測 した。 この2つ に関 して、同一の心

理特性の計測度合いを示す クロンバ ックの α係数 は

0.906と 良好な値 を得た。そのため、上記2指 標 の

平均値 を一般的信頼度の計測値 として採用 した。

図-7を み る と、広報やパンフレッ トの参 照者 の

信頼度評価が最 も高 くなって いることが分かる。注

目すべきは、総合的なイメージ評点がもっ とも低か

ったマス メディア参照者よ りも実体験者のほうが信

頼度の評価が低 いことである。

この傾向を統計的に評価す るために、一元配置分

散分析(ANOVA)を 行 った。その結果、情報源別
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図-7情 報源別にみた一般的信頼の評点

の 信 頼 度 評 定 の 平 均 値 に有 意 差 が 認 め られ た

(F(3,580)=3.86,p<.01)。 すなわち、情報源によっ

て信頼度評価 が異なる ことが統計的に示 された。 さ

らに、情報源 間の評価値の相違 を比較す るため、多

重比較 を行った。その結果 、広報 ・パ ンフレッ トと

メディア(平 均値の差0.42,p<.05)、 広報 ・パ ンフ

レッ トと実体験(平 均値の差0.48,p<.05)の2つ

で有意差が認め られた。そのため、広報 ・パンフレ

ッ トの参照者はマスメディア参照者や実体験者よ り

も有意 に高 く行政 を信頼 していると言 える。なお、

マスメデ ィア参照者、実体験者、周 囲の意見参照者

の3者 間 には有意差は認め られなかった。

統計的 には支持 されなかったが、実体験者 の信頼

度が最 も低かったことは重要な意味を持つ。実際に

経験 した行政の対応が住民にとっては不信感 を感 じ

ざるを得ない ものであった ことを示唆 しているか ら

である。本調査では、 この解明に資す るよ うな質問

を設定 していなか ったため、その原因 を述べること

は難 しい。 これは今後 の課題 としたい。

(2)イ メー ジと信 頼 の 関係

個 別 の 認 知要 因か らイ メー ジ が形 成 され 、信頼 形

成 に至 る 因果 関係 を明 らか にす るた め 、表-1の デ

ー タ と前 節 の信 頼 度 の評定 値 を用 いて 共分 散 構造 分

析 を行 った 。そ の際 、逆転 項 目は 、予 め評 点 を逆 転

させ た 。得 られ たモ デル で は、GFIが0.932、CFIが

0.926、RMSEAが0.087と な り、 良好 な適 合 度注3を

得 た。 また 、パ ス は全 て1%有 意 で あ っ た。そ のた

め 、本 モ デル は一 定 の信頼 性 を持 つ と言 え る。

分析の結果、探索的因子分析 と同様 に、3つ の因

子が抽 出された。図-8よ り、「事業の妥当性」の因

果係数注4が もっとも大 きい ことか ら、イメージ形成

では事業の妥 当性 に関す るイ メージ(認 識)が 重要

な役割 を果たす ことがうかがえる。中でも、因果係

数よ り、「必要性」、「社会的利益感」、 「中立性」とい

った項 目に対す る認識が重要であることが分かる。

同 じく図-8よ り、手続 の公正 さが事業 の妥当性

と同等 に重要な要因であ ることも分かる。既存研究

8)で も指摘 されて いるが
、結果 と同程度 に手続き も

重要で あることを本結果は改めて示 して いる。

「緻密 さ」 は前二者 に比べれば、さほど大きな影

響力を示 さなかった。 しか し、パスが1%有 意であ

ることを考 えれば、決 して無用な要因 とは言えない。

因果係数の大 きさを考えれ ば、「綿密さ」や 「責任感

の高さ」 も重要な認知要因と考 えるべ きだろう。

さ らに、一般的信頼 とイメージの因果係数が0.75

であることか ら、イ メージが信頼形成 の重要要因の

一つであ り、行政に対す る一般的信頼 は公共事業の

イメージの影響を強 く受けるものと考え られ る。

事業の妥 当性に関する認識 と手続 きの公正 さに関

する認識が同等に重要である という事実は重要な意

味を持つ。事業の妥当性 を国民に訴えているだけで

は公共事業 のイメージは改善されず、行政 に対する

信頼 も醸成 されないことを示唆 して いるか らである。

イメージを改善 し、信頼 を回復するためには、事業

の妥 当性 のみな らず、公正な手続きで行われている

ということも国民に認識 されねばな らない。

では、どのような ことを行 えば公正な手続きと認

識 されるのか?こ れについても様々な要因が指摘 さ

れている。Leventhal9)は 、一貫性、偏見 の抑制、情

報 の正確 さ、修正可能性、利害関係者 の代表性、倫

理性、を挙 げられている。また、馬場10)は 、手続的

公正の認知要因として、代表性、発言 ・討論性、情

報 アクセス性 、修正可能性、考慮 ・誠実性の五つ を

挙 げている。いずれにしても、 これ らの要因は経験

的 に指摘 されているもので あり、個 々の因果関係や

各要因が影 響力 を持つ条件 は明 らかになっていない。

行政 の信頼 回復を図るためには具体的観点か らの

現象解明が必要だが、大学の研究者 のみで これに取

り組むことは難 しい。そのため、産官学の協力体制

下で具体的な要因の分析 を行 う必要があろう。
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 Chai-square 227.89, df 41, GFI 0.93, CFI 0.926

図-8イ メージと信頼の因果関係

5.考 察

イメージの分析結果は青木 らの報告5)と 概ね一致

している。2回 の調査で 同様の結果が得 られている

ことを考えれ ば、公共事業のイメージが肯定的なも

のではない ことは一般性 を持っ と言える。手続きの

公正さ(手 続的公正)に 関する認識がイ メージ評価

に重要な影響 を与えて いることも同様 に考 え られる。

信頼形成 とイメー ジの関係分析で も、一貫 して同

じ結論が得 られている。そのため、事業の妥当性や

手続的公正の認識がイ メージの良否に強 い影響を与

え、信頼の形成 につなが るという仮説 は一定の妥 当

性 を持つ と思われる。

ところで、項 目別のイメージ評価 と信頼評価 では

実体験者が もっとも低 い評価 を示 した。 これは行政

の現場での対応 が住民の持つイ メージを改善するも

のではないことを示唆 している。また、通常、ア ド

バ イスは経験者 などの知識所有者に求める場合が多

い ことを考えれば、実体験者 の認識 は周囲の意見 を

参照 している人にも影響を与えている可能性が高い

と言える。すなわち、実体験者の影響力は、マスメ

デ ィアほどではないものの、決 して低いものではな

いと推察 され る。そ のため、公共事業のイ メージ改

善 と信頼回復 を図るためには、情報発信 に一層の努

力 を注 ぐとともに、住民の視点に立って現場での対

応 も改善 して いく必要があろう。

6.ま とめ

本稿では公共事業 に対するイメージと行政の信頼

度を調査 し、共分散構造分析等の統 計分析を用いて

イメー ジの構成要因やそれが信頼形成 に与える影響

を明 らかに した。得 られた知見 を以下 に示す。

・ 全体的 に評価 は低 いが、広報等の参 照者が持つ

公共事業のイ メージは最 も肯定的であ り、マス

メディア参照者のそれは最 も否定的だった。

・ イ メージ評価 における情報源の影響 は、必要性

の認識 において明確 に見受け られた。

・ 項 目別 のイ メージ評価 と信頼度 の両方 において

実体験者 の評価 がもっとも厳 しいものであった。

・ 因子分析 の結果 、イ メージ評価は 「計画の綿密

さ」「事業の妥 当性」「手続 的公正」の3つ の観

点か ら評価 されていることが示唆 された。
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・ 共分散構造 分析の結果、イメージは一般的信頼

の重要な形成要 因で あることが示 唆された。 ま

た、イ メージの善 し悪 しは 「事業 の妥 当性」及

び 「手続きの公正 さ」 と密接な関係を持つ こと

が示唆された。

今 回の調査ではイ ンターネ ッ トを活用 したため、

被験者が女性 のコンピュー ター利用者 に限定された。

今後 はよ り多 くの層 に調査 を行 い、今回の知見 の妥

当性 を改めて検証 してい く必要があろう。

注1一 般に、ある対象に対 して持っている認識と整合しな

い行動は採 られにくいという人間の行動特性に関する

理論。参考文献11参 照のこと。

注2印 象形成において、肯定的な情報よりも否定的な情報
の方が強い影響力を持つこと。参考文献12参 照のこと。

注3GFI,CFI,RMSEAは モデルの説明力の目安であり、
一般にGFI

,CFIは0.9以 上、RMSEAは0.1以 下を目

安にする場合が多い。

注4因 果係数は標準偏回帰係数を意味 し、因果関係の規定

力の大きさを意味する。
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General Image of Public Works and Trust Building

By Toshiaki AOKI, Atsushi SUZUKI, Hitoshi NISHINO and Taketoshi HATTA

This study aims to clarify general image of public works and to clear causal relationship between 
trust building and the general image, by using members-only web site on the internet. The result showed 
that the assessments of the images by eleven items are generally low. Counting by reference resources 
for the image forming, it is shown that people who refer to mass media have better image to public 
works than people who refer to an official newsletter delivered by administration. This inclination was 
supported by ANOVA. It is worth while to notice that people who answered based on the real experience 
assessed lower than people who referred to mass media. This finding shows the importance of actual 
communication scene with citizens. In addition, as a result of structural equation modeling, both 

perceptions to necessity of the project and to procedural justice were important factors for trust building 
between citizens and administration. Hence, it is necessary to appeal not only validity of a project but 
also procedural justice, in order to recover reliability in the public works.
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